
委 員 会 記 録 簿
会議等名 第４回川俣町中心市街地活性化基本計画策定委員会

日 時
平成２５年１０月３１日（木）

午後１時３０分 ～ 午後３時３０分
場 所

川俣町中央公民館

仮設第２研修室

出 席 者

委員１０名

欠席：入江悦雄委員、誉田幸男委員、池田義寛委員、伊藤智樹委員、高橋清美委員

事務局 産業課 商工交流係長 橋本卓哉

大日本コンサルタント株式会社東北支社 小林廣充技術部長、地域・交通計

画室 稲塚裕右室長、菊竹直起主幹、加藤幸生室員

議 題 協議事項１ 中心市街地活性化基本計画骨子案について

配付資料

・次第

・資料１ 中心市街地活性化基本計画策定第４回委員会資料

・参考 商工業者ワークショップの結果概要と施策への反映

・名簿

協 議 ・ 決 定 内 容

１ 開会（橋本係長）

２ 委嘱状交付

・新委員（町長が委嘱する委員）として、入江悦雄委員が紹介された。

※欠席のため、委嘱状は後日交付

３ 町長挨拶 ※公務出張中のため、橋本係長が代読

・ご多忙の中、第４回策定委員会にご出席を賜り、御礼申し上げる。

・入江悦雄委員を新委員としてお迎えするので、よろしくお願いする。

・１月３１日に第１回策定委員会が開催されてから９ヵ月が経過するが、この間、中心市街地に関す

るアンケート調査や交通量調査、商工業者ワークショップなどに取り組み、委員会では中心市街地

の現状や課題の把握、活性化方針の検討を進めていただいた。

・中心市街地では居住人口の減少、空き店舗の増加、購買人口の郊外流出が進行しているが、中心市

街地は今もなお、病院、金融、商業、学校など住民に密着した生活基盤としてなくてはならない地

域となっている。

・こうした生活基盤を衰退させないためにも、中心市街地の活性化が必要であり、関係者とともに、

活性化に向けた事業を展開して参りたいと考えている。

・本日の委員会では活性化のための具体的な事業をご提案するので、忌憚のないご協議をよろしくお

願いする。

４ 議事 ※議長は青木博一委員長

（１）協議



協議事項１ 中心市街地活性化基本計画骨子案について

※資料１を用いて、橋本係長が説明した。

・前回委員会では、活性化に向けた基本コンセプトや基本方針の案をご提案したが、想定される具体

的な事業と一緒でないと議論が難しい、あるいは内容や表現に川俣町らしさや個性が感じられない

といったご意見をいただいた。

・基本コンセプトや基本方針にぶら下がる具体的な事業も含めて再提案するので、進むべき方向性や

実施すべき事業として適切であるか一体的なご審議・ご協議をお願いする。

・再提案する内容は、なぜその事業を見込むのかという点にポイントを絞って整理しており、その事

業を見込むに至る考え方の骨子を整理している。従って、本日の論点は、表現よりも具体的な事業

の適切性に重きを置いてご意見をいただきたい。

・資料１の見方であるが、左側に基本コンセプトと基本方針の案を示しており、右側にその考え方の

根拠となるデータを示している。

・中心市街地の現状は、道の駅周辺への商業施設の立地に伴い、町民の購買活動が道の駅周辺に移行

している。中心市街地の交通混雑を緩和するため、平成７年に国道１１４号線バイパスが開通した

が、これが少なからず影響を与えている。それまでは、生協、ファンズ新中町店、ゑびすやを中心

として、町民の買物は主に中心市街地で行われてきたが、国道バイパスを契機として、カインズホ

ーム、リオンドール、ツルハドラッグ、いちい、ダイユーエイトなどの商業施設が道の駅周辺に集

積し、町民の買物場所の割合は道の駅周辺が高くなっている。加えて、中心市街地では生協が閉店

し、その役割を引き継いだファンズ中丁店も震災の影響で閉店に追い込まれ、中心市街地で買物す

る割合は、平成２５年データでは、平成１２年と比較して３０ポイント減少し、２７％まで大きく

落ち込んでいる。こうした状況から、平成１２年と平成２５年を比較すると、中心市街地では歩行

者量が大きく減少し、空き店舗も８１件まで増加し、「魅力ある店舗が少ない」との理由とあわせ

て、中心市街地で人が集まり、活動する機会が減少している。

・しかし、機能が低下しつつあっても、中心市街地の商業機能は今もなお高齢者等の居住者の生活を

支えており、将来においても商業施設を必要と感じている住民は７割を超えている。このほか、中

心市街地では人口や世帯数が減少しており、単身高齢世帯の増加や少子化の進行による地域コミュ

ニティの弱体化も課題となっている。

・こうした中心市街地の現状や課題を踏まえて、基本コンセプトは、とにかく街なかに人を増やすこ

とを目標として、人々が街なかにやってくること、人々が街なかに住むことを基本方針に掲げたい

と考えている。

・人々が街なかにやってくることについては、現状を見ると、確かに街なかの商業施設、特に中心商

店街の機能は低下しているが、街なかには道の駅周辺にはない、病院、銀行、郵便局、公民館等の

公的施設が資源としてあり、人々が街なかにやってくる機会は少なからず残っている。こうした来

街機会をうまく捉えるとともに、人々が街なかにやってくる新たな仕掛けを生み出し、街なかでの

滞在時間を長くする工夫が必要と考えている。

・それが基本方針①の意味するところで、子どもから高齢者まで多世代が学び語り合うことができる

交流の場をつくること。商業面では、新たな交通ネットワークを配置することにより、道の駅周辺

と連携した商店街の活性化を図ること。街なかを移動しやすい・歩きやすい環境を整備すること。

商店街だけでなく商工会や自治会等と連携した地域活動を展開することを具体的な方針としてい



る。

・道の駅周辺との連携については、ファンズ中丁店が近々オープンすることもあって、食料品の調達

は中心市街地の機能として維持されると考えているが、生活用品・日常雑貨の調達は機能として弱

いと考えている。そのため、町域全体で住民の買物調達を賄う観点からは、道の駅周辺との連携が

必要と考えている。

・人々が街なかに住むことについては、今後も中心市街地が居住・商業・公共公益の各機能を維持し

ていくためには、定住人口の減少に歯止めをかける必要があり、そのためには中心市街地が便利で

住みやすいと感じることが必要と考えている。

・基本方針②は人が住むための環境づくりを意味しており、新たな居住者の受け皿となる宅地等を官

民協働により提供すること。街なかの歩行環境を改善すること。中心市街地への居住を支援するこ

とを具体的な方針としている。

・前回委員会では、３つの基本方針を提案した。その３つとは①良好な居住環境を創り出すことで住

みたいと思える中心市街地、②商店街が独自性のある魅力を持った中心市街地、③人が集まり盛ん

に交流が行われる中心市街地、をめざすものであったが、本日提案する案では、より単純明確に、

街なかの人を増やすことを目標として、人々が街なかにやってくること、人々が街なかに住むこと

の２つに集約している。

・資料２ページであるが、左側には基本方針を実現するために、どのような施策を実施するか記載し

ており、右側に向かって具体的な事業との関連を示している。背景色が緑色の事業は人々が街なか

にやってくることに関連する事業、橙色の事業は人々が街なかに住むことに関連する事業となって

いる。

・具体的な事業は資料３ページ以降で整理している。資料の見方であるが、番号に着色されている色

で基本方針のどちらに関連する事業であるか確認できる。次に事業目的を達成するための事業内容

や事業規模は可能な限り具体的に提案しているが、あくまでも現時点の目安としてご覧いただきた

い。新たに制度設計が必要なもの、関係者との合意が必要なものも含まれているため、その調整過

程で変更が生じることもご了承いただきたい。次に備考欄にはその事業を実施する根拠データを示

している。最後に資料７ページでは事業実施を想定する場所を地図上に落としている。

・ハード事業１は多世代交流支援施設整備である。この事業は子供が安心して遊び・運動ができる環

境を整備するとともに、町に不足している図書館や高齢者の健康増進の場を一体的に整備するもの

で、世代間交流やコミュニティ形成を推進しながら、街なかの賑わいを創出することを目的として

いる。当該事業は少子・高齢化を見据えた事業でもあり、中心市街地の新たな賑わい拠点として整

備することを想定している。町民アンケート結果からも子育て世代では、中心市街地の機能として

公園・広場の充実度評価が低くなっており、その整備を望む意見も少なくない。

・ハード事業２は屋内遊び場整備である。この事業は喫緊の課題として、子供が放射線被曝を気にせ

ず遊べる場の確保が必要となっていることから、速やかに暫定的な整備を進めるものである。当該

事業は平成２５年度中の整備を目標に、現在、急ピッチで作業が進められている。川俣精練事務所

の再利用により暫定的な整備を検討しているが、ハード事業１の多世代交流支援施設が完成後はそ

の機能を統合し、暫定施設としての役目を終える予定である。

・ハード事業３は体験学習等活動スペースの確保である。この事業は中央公園管理棟を活用し、隣接

する絹蔵と連携を図りながら、中心市街地における体験学習等の屋外活動の拠点を整備するもので



ある。ハード事業８の中央公園の整備とあわせて、中央公園の利活用を促進することにより、街な

かの賑わい創出を図るものである。体験学習等のイベントは、まちづくり会社や自治会等の参画を

想定し、住民と一体的に事業を推進したいと考えている。

・ハード事業４と５は町道整備である。この事業は広瀬川の河川改修工事にあわせて管理用道路を整

備するものであるが、中丁及び川原田の工区が完了することにより河川沿いの道路が一本につなが

るため、中心市街地の回遊性を高めることができる。広瀬川沿いの土地の有効活用に資するととも

に、ウォーキングコースとして整備することも可能であるため、街なかの居住や交流に効果が期待

できる。現在、川原田工区が施工されており、中丁工区の早期着工に向け、国県と協議を進めてい

るところである。

・ハード事業６は側溝整備とあわせた歩行空間整備である。この事業は新中町から本町までの街なか

道路において、排水機能の改善とあわせて、段差解消等により高齢者も歩きやすい歩道に改善する

ものである。中心市街地の将来像として歩いて楽しいことも求められており、そのために整備が必

要と考えている。

・ハード事業７は復興公営住宅整備である。８月８日の区域再編により、山木屋地区は居住制限区域

と避難指示解除準備区域に再編されたが、居住制限区域にある２５世帯については、復興公営住宅

の整備を図る予定である。中心市街地には、山木屋地区避難者の帰還までの居住環境を整備する受

け皿としての役割が必要と考えているため、資料５ページのソフト事業ⅳ（４）空き地・空き家情

報の一元管理やソフト事業ⅴ（５）街なか宅地供給支援、６ページのソフト事業ⅵ（６）街なか定

住促進とあわせて、街なか居住への支援を検討していきたいと考えている。現在、復興公営住宅の

整備は、川俣精練跡地を想定して、事業概要を詰めているところである。

・ハード事業８は中央公園の整備である。この事業は町民との協働により、花卉等の植栽を充実させ

ることを通じて新たな名所づくりを行い、子供の屋外遊び場としての機能も充実させることで、中

心市街地への来街を促進するものである。ハード事業２とあわせて中央公園の利用促進を図り、賑

わい創出の拠点として整備したいと考えている。

・ハード事業９は新庁舎整備である。町民の安全・安心の確保、住民サービスの向上等を図るため、

防災機能を有した、広く町民に利用され、親しまれる新庁舎を建設する。町役場で提供される住民

サービスは、中心市街地への来街目的にもなっているため、市街地活性化計画に位置付けたいと考

えている。新庁舎建設は、８月１８日に新庁舎設計プロポーザルが実施され、選定された最優秀事

業者と基本設計に着手している。

・ハード事業１０は史跡文化財案内板の設置である。この事業はハード事業１２、ソフト事業ⅰ（１）

及びⅲ（３）と一体的に実施する事業で、中心市街地及び周辺の史跡・文化財の案内板を設置し、

街なかの回遊や散策を促すものである。地域資源の案内とあわせて主要施設を案内する公共サイン

の統一も図り、ウォーキングや散策しやすい環境を整備したいと考えている。当該事業の実施にあ

たっては、ウォーキングコースの設定からマップの作成・配布まで地元や商店街を巻き込んだ取り

組みとし、空き店舗を活用した休憩場所も確保することにより、事業の相乗効果もねらいとしてい

る。

・ハード事業１１は街なか駐車場整備である。この事業は商店会を通じて駐車場を借り上げ、街なか

駐車場として供用することで、路上駐車の解消や中心市街地利用者の利便性向上を図るものである。

維持管理費とあわせて商店会に賃借料を支払うことにより、その一部をまちづくり活動資金として



還元するねらいもある。当該事業は町民アンケート結果にある駐車場の充実度評価が低いことを背

景としているが、資金の還元を通じて商店会活動の活性化も意図している。

・ハード事業１２はハード事業１０と一体的に実施する事業で、先ほど説明したとおりである。

・ハード事業として想定する事業は１２である。

・ソフト事業ⅰ（１）は空き店舗を活用した休憩施設の整備である。先ほど説明したとおり、この事

業はソフト事業ⅲ（３）史跡文化財案内・ウォーキングマップの作成と一体的に実施する事業であ

る。

・ソフト事業ⅱ（２）は街なか循環バスの運行である。この事業は中心市街地及び周辺の公共施設や

金融機関、医療機関等を連絡する循環バスを運行し、街なかの移動利便性を高めるものである。現

在の町の公共交通は、路線バス、デマンドタクシーがあるが、主に周辺地区と街なかを結ぶ交通と

なっている。そのため、街なかの主要施設を移動する手段としては弱い部分があるため、街なかを

循環する移動交通が必要と考えている。ただし、誰もが利用できる前提の循環バスの運行は、運行

事業者等で構成される地域公共交通会議の合意が必要であるため、運行できない場合もあることを

ご了承いただきたい。なお、参考までに申し上げると、現在、山木屋地区避難者の生活支援として、

無料の循環バスが運行されているが、このバスは山木屋地区避難者に利用を限定しているため、誰

もが利用できるという公共交通の位置付けにはない。

・ソフト事業ⅲ（３）は先ほど説明したとおりである。

・ソフト事業ⅳ（４）は中心市街地内の空き地・空き家情報の一元管理である。情報を一元管理する

ことで、新規の商業者や居住者に速やかに情報提供し、空き地や空き家の活用を促進するものであ

る。また、所有者の将来的な意向を事前に把握することで、建物の除去や住宅地としての再生を面

的に捉えることも可能となるため、民間開発事業者の参入を容易にするねらいもある。

・ソフト事業ⅴ（５）は街なか宅地供給支援である。中心市街地の宅地供給に関する費用の一部を助

成することにより、宅地供給と定住促進を図るものである。枝番１から３まで３種類の支援を想定

しており、１つ目は空き家の除去費用に対し直接補助するものである。２つ目は空き家除去のため

の借入金の利子補給である。３つ目は既存の制度で、宅地造成のための借入金の利子補給と道路整

備及び水道管設置に関する経費の補助である。街なかには住宅地として供給できる町有地がないこ

とから、民間活力による宅地供給を促進したいと考えている。

・ソフト事業ⅵ（６）は街なか定住促進である。中心市街地への居住を促進するため、住宅取得、家

賃、集合住宅建設に対する支援を想定している。枝番１は住宅建設費用の一部を補助するもので、

林業活性化を兼ねた既存の制度である。福島県産・川俣町産木材を５割以上使用することを主な条

件として、最大５０万円をシルク商品券で補助するものである。枝番２も既存の制度で賃貸住宅の

家賃を補助するもので、新婚世帯やＵＩターン者を対象として月額１万円を補助するものである。

枝番３は集合住宅建設のための借入金の利子補給である。

・ソフト事業ⅴ（５）とⅵ（６）の既存制度は、支援内容の拡充や適用条件の緩和も検討していきた

いと考えている。

・ソフト事業ⅶ（７）は中心市街地活性化に向けた体制づくりである。中心市街地の活性化や個店の

魅力向上に資する取り組みを促進する第一歩として、まちづくり会社を中心とした支援体制を整備

したいと考えている。町民アンケート結果を見ると商店街商業者の約４割は後継者がおらず、約５

割は近い時期に閉店したいあるいは自分の代で閉店したい意向を持っている。そのため商店街には



自ら企画立案し、行動する体力が残っておらず、このことは商工業者ワークショップでも痛感させ

られることが多々あった。従って、商店街活性化のため、商店街をサポートする体制の強化が必要

と考えている。

・ソフト事業として想定する事業は１１である。

・提案するハード・ソフトあわせて２３事業は、商工業者ワークショップの成果も踏まえて想定して

いるので、後ほど、本日配布した資料をご確認いただきたい。

・ハード・ソフト２３事業は主に町が主導する事業となっており、商店街を含めた民間が主導する事

業は含まれていない。そのため、ソフト事業ⅶ（７）中心市街地活性化に向けた体制づくりの中で、

商店街の自主的な活動や個店の魅力アップにつながる研修、アドバイザー派遣、企画立案などの補

助事業を活用し、具体的な事業を構築していきたいと考えている。

・ハード・ソフト２３事業は、実施を前提としてご審議をお願いするものであるが、５年間の総事業

費が３０億円を超えるため、町の財政事情を考慮して、想定する実施年度を調整する必要が生じる

場合もある。

【論点の確認】

協議の手順として、はじめに、①提案のあったハード・ソフト２３事業の内容について、不明な点

を確認する。次に、②ハード・ソフト２３事業が市街地活性化に資する事業として適切であるか否か、

事業の選択や優先度も含めて協議する。最後に、③コンセプトや基本方針の考え方について協議する。

【質疑応答】

①提案のあったハード・ソフト２３事業の不明な点について

高橋文雄委員

１０年後の人口推計を確認したい。

橋本係長

第２回策定委員会で説明したが、振興計画の推計人口をベースとして、幅を持たせて推計している。

平成３０年の振興計画推計人口は１３，２５１人であるが、震災の影響による居住人口の変化を考慮

して、本町に一時的に避難・居住している他市町村の人がすべて帰還し、かつ町外に避難している本

町住民がすべて帰還しない場合は１２，６５６人、その逆で他市町村の人がすべて本町に避難・居住

し続け、かつ町外避難者がすべて帰還する場合は１３，９４６人と推計している。

昆邦男委員

ハード事業４の町道整備（広瀬川沿い）＜中丁＞は、実施できる見込みがあるのか、また、どのよ

うな手法で行うのか。

斎藤和弘委員

広瀬川右岸の町道にあたるが、現在は行き止まりとなっている。ファンズ中丁店の裏手の河川改修

とあわせて、上流側と同様の幅員で整備したいと考えている。国の予算がつかないため、河川改修工

事が停止しているが、市街地活性化とあわせて整備促進の要望を強く行っていきたい。これまでも所



管する国土交通省には度々要望書を提出しており、先日も町長が上京し、要望活動を行ったばかりで

ある。過去には用地交渉に問題があったが、現在はクリアされているため、国・県の予算化が鍵とな

っている。

昆邦男委員

１５～２０年位前になるが、河川改修について県から諮問を受け、構想を策定した。構想どおり既

存の河川改修は進んできたが、今回挙がっている２箇所が未着工である。諮問案では残りの２箇所に

は河川公園を設営する内容となっていたが、川原田工区には残念ながら河川公園は無いようである。

中丁工区では河川公園もあわせて整備するよう要望したい。

斎藤和弘委員

２０年位前の前計画では中丁工区に河川公園はなかったと認識している。要望をいただいたので、

実現可能かどうかも含めて県と協議したい。

高橋文雄委員

ハード事業６の側溝整備と合わせた歩行空間整備は、具体的にどのように整備するのか。

斎藤和弘委員

具体的には旧市街地道路の歩道整備である。車道よりも歩道が一段高くなっており、表面の凹凸や

蓋が歩きにくいと意見をいただいている。また、中丁付近では大雨時に歩道下の側溝が溢れる問題も

ある。そのため、側溝整備と合わせて、できる限り車道と歩道の段差をなくし、歩道のフラット化や

車道と歩道の分離を図りたいと考えている。

高橋文雄委員

ハード事業１の多世代交流支援施設整備は、地図上では中丁・瓦町エリアにあるが、場所はどこを

想定しているのか。

橋本係長

適当な町有地がないため、民有地を活用することも想定しているが、場所は特定していない。賑わ

いを創出する交流施設として整備するため、中丁・瓦町エリアが適当と考えている程度である。

【質疑応答】

②ハード・ソフト２３事業の適切性、選択、優先度について

高橋文雄委員

ソフト事業ⅳ（４）の空き地・空き家情報の一元管理は、平成２６年度から平成３１年度までとあ

る。情報収集に５年かけるのは論外である。１年位で情報収集を完了し、２～３年後には使える物件、

使えない物件の白黒をつけるべきである。表通りに空き家・空き店舗が連なっているため、情報をも

とに利用促進を図るべきである。



橋本係長

５年かけてデータベースをつくるという意味ではない。データベースは１年位の短期間で作成し、

その後、情報提供が続くと理解していただきたい。この事業は空き地・空き家の利活用を図る出だし

の部分と考えている。街なかには意外と空いている土地がないため、使える土地をつくる必要がある。

点で存在する空き家・空き店舗も、その所有者が解体して土地を売却しても良いという意向があるこ

とを事前に確認できれば、面として開発することが容易になり、民間事業者による宅地造成、住宅分

譲販売につなげることができる。今のままでは使えない古い空き家や空き店舗も解体すれば使える土

地が生まれる。こうした所有者の意向をまとめないと民間開発も進まないと考えている。

高橋文雄委員

建築業者や不動産業者に情報を提供しても、そもそも土地価格が高い問題がある。土地代が高けれ

ば買い手がつかないこともある。民間事業者に任せるのは相当難しいと考えるため、町が主導すべき

ではないか。

橋本係長

土地代で折り合いがつかない場合に行政が仲介する意味合いと思うが、人に住んでもらうプラス効

果があるとしても、価格を下げる損失を行政が負担するのは問題と考えている。はじめから行政負担

を当たり前とするのではなく、仕組みの中で何か工夫できないか考えており、例えば、土地代と家賃

を２０年間払い続ければ、２０年後には所有権が移転するといった他市町村の事例もあるため、先進

事例の研究も必要と考えている。土地代が高いことに対する不満解消のため、町がストレートに関与

することは適切ではないと考えている。

昆邦男委員

行政が土地代の高い・安いに関与することは難しいと思う。売買業務はできないとしても、売り手

と買い手の意向調整はまちづくり会社でも可能である。わいわいクラブは年間１千万円で業務受託し

ており、行政直営ならば２千万円はかかる。経費低減も含めて、行政ができない部分をまちづくり会

社が担うことは可能であるため、利用することでまちづくり会社を盛り立てて欲しい。まちづくり会

社は定款上何でもできる。

佐藤美恵子委員

文化団体等が展示や催しを企画できる場所は公民館、絹蔵、銀行等に限られており、場所を借りる

お金にも苦労している。空き店舗は大小、新旧色々あるが、町が柔軟に対応して店舗借上料の一部を

補助し、その残りを文化団体等が負担するようなことも検討できないか。こうした空き店舗利用が１

件２件と増えて空き家が埋まり、人が集まっていけば、計画の第一段階はクリアできると思う。大き

いことばかりでなく小さいことの積み重ねも重要と考える。

コスキン開催時の観光案内バスにはたくさんの人が乗車する。観光パンフレット片手に街なかを散

策する方も多い。こうした人はコスキンという目的があって来町するのであって、案内板の設置は確

かに必要だが、設置しただけでは人はやってこない。



橋本係長

既に空き店舗利活用の助成制度はある。家賃は２分の１補助で上限月額１０万円、店舗改修費用は

２分の１補助で上限１００万円である。家賃補助の残り２分の１を捻出できるならば事業化は容易で

あるし、商店街や自治会でも活用して欲しいと考えている。残り２分の１をさらに行政が負担するこ

とは難しいと考えている。

案内板は単に設置するだけでなく、表示されている情報を有効に活用するという意味がある。例え

ば、歴史文化財を案内する看板にそこまでの距離を表示することで、歴史めぐりとウォーキングを融

合することができる。そうした取り組みは想定しており、様々な目的に活用できる工夫を検討してい

きたいと考えている。

昆邦男委員

空き店舗情報もまちづくり会社で取り扱うことは可能である。ただし、空き店舗も車庫や物置に利

用されていることが多く、何も使われていない実態は少ないと思う。空き店舗実態調査も必要である。

コスキン開催時の観光案内は、運転手代として町から１万５千円の支援があるだけで、高額の費用

負担をしなくても多くの人に利用されている。案内板は、イベントとの組み合わせや工夫次第で、ソ

フト面では実現性を持たせることが可能と考える。

高橋文雄委員

町の補助を受けて、平成２４年８月に瓦町商店会でお休み処「瓦蔵」をオープンした。しかし、家

賃の半分や様々な経費を賄うことができず、平成２５年７月に瓦町商店会は運営から手を引いた。折

角オープンした店舗を閉じることは自分自身嫌だったため、現在は自分が費用負担して運営を続けて

いる。商売ベースの飲食を提供するものでないため、運営費をペイできる状況にない。行政が店舗の

形態に配慮した支援をしてくれれば、空き店舗を活用する事例は増えてくると思う。

川﨑興太委員

中心市街地活性化基本計画は、直近のデータではないが１２０程度の比較的大きい自治体が策定し

ている。平成１８年の法改正を受けて早くに策定された計画は、計画期間の５年を終了し、効果を確

認するため、計画に掲げた指標のフォローアップが行われている。居住人口、小売販売額、歩行者交

通量等が指標に選ばれているが、効果として一目でわかるのは行政主導分野の達成率が高く、民間主

導分野は苦戦を強いられているということである。言いたいことは、ハードと商店街等が行うソフト

は両輪となって進めないと活性化を図れないということである。しかし、骨子案では、直接的に商業

にかかわる施策はソフト事業ⅶ（７）の中心市街地活性化に向けた体制づくりの中で議論しながら取

り組みを検討していくというストーリーになっているだけである。従って、全国的な趨勢に照らし合

わせた、また、後継者や担い手問題の実態を踏まえた、もう一歩踏み込んだ商業施策が必要と考える。

大事なことは、全国的な傾向からは、商業活性化の面では民間分野が弱いということであり、単に

民間に任せるだけではうまくいかないということである。空き店舗利活用は広く実施されている施策

だが、限界もあるのが現実である。市街地活性化という公共目的の実現ために、活性化基本計画が何

を打ち出すべきかもう一度検討し直す必要があると思う。



橋本係長

商工業の若手にも参加してもらいワークショップを実施した。５回のうち４回が終了し、街なかの

問題や課題、市街地としてのあるべき姿などを議論していただいた。現状や課題に対する意見は、参

加者の誰もがスムーズに答えられるが、それに対して何をするというアイディアが出されても、実際

に誰がやるかで若手や商店会がやるという答えが得られなかった。ワークショップでは、小さな事業

であっても商店会等が目標を共有でき、みんなで取り組める事業を見つけて欲しいと期待し、それを

計画に登載したい思いがあったが、うまく導くことはできなかった。

ワークショップでは、イベントにより集客することが話の中心になってしまったが、アンケート結

果を見ると、商店街に行かない理由は「個店に魅力がない」ためである。従って、若手や後継者がい

て、意欲ある個店も半分くらいは残っているため、個店としてやるべきこと、個店と個店が点として

つながって全体的にやるべきことを話し合う機会も必要と考えている。その機会は平成２６年度にな

ってからではなく、できる限り早い時期に設定し、具体的な事業を見つけることを検討したい。

前計画では民間が実施する事業を追加認定しているため、具体的な事業が見つかった時点で計画に

登載することも想定している。

川﨑興太委員

既存商店会の約４割は後継者がいない、約５割は近い時期に閉店したいあるいは自分の代で閉店し

たいということは、若手の意欲ある事業者は約１割という意味か。住民の７割が魅力ある商店街を望

んでいる中で、商店街の現実と求められる機能が益々乖離していく可能性がある。外から事業者が入

ってこない現実からは、入ってきやすい魅力的な環境づくりも必要となる。魅力的な環境づくりは空

き店舗利活用に限ったことではない。今いる商業者の意見は経験に基づく貴重な意見ではあるが、数

年後には閉店してしまう事業者も含まれていることを考えると、町外も含めて広く意見を聞くべきで

あり、住民が望む魅力ある中心商店街にマッチした施策の打ち出し方や掲載のしかたにつながるもの

と考える。少なくとも住民の７割が商業機能を求めている中で、原案は満足できるものではないため、

もう一度見直しが必要と考える。

高橋文雄委員

中心市街地の区域を新中町から本町としているが、現状からは無理がある。商店街とは名ばかりで

開店している店舗は３～４件である。店舗が点在する中、魅力的な商店街づくりは困難である。ファ

ンズ中丁店を中心に考えるならば、店舗も集積するくらいの計画が必要である。やる気のある事業者

にそこに集まって商売をして欲しいといった提案をしていかないと、５年、１０年過ぎて今の店舗が

何件残っているかくらいの話であり、そうなればどうしようもない。

後藤由美子委員

原発事故で避難を余儀なくされている方々を町に呼び込むことも重要ではないか。人口が増えない

と商店は維持できなくなる。まちづくり会社等の協力を得て、空き地・空き家・空き店舗情報をいち

早く提供して欲しい。個人的に相談される機会も多いが、不動産会社がないため、どこにも聞くとこ

ろがない。今街なかに住みたいと考えている人はたくさんいると思うため、道の駅、役場、絹蔵、瓦

蔵などに情報提供の場をつくり、住んでもらう手助けが必要と考える。町内の人も大事であるが、町



外から来る人には、例えば、何年かは税金を安くするなど、２０年も３０年も住んでもらうことを考

えても良いと思う。商店街の活性化のためには、まず人を呼び込むことが第一歩と考える。

山木屋だけでなく近隣市町村の避難高齢者にとっては、お墓参りなど地元に帰る機会も多いと思う

ため、住む場所としては川俣町が一番ではないかと考えている。

ウォーキングと絡めた案内板設置は良い事業と思う。マラソンする人も多いため、川沿いを走って、

中央公園にアクセスできればとも思う。中央公園は犬の散歩には良いが、暗いイメージがあるため小

さい子供が行く場所としては危険に感じている。アクセスできる道路が増えれば、マラソンする人の

街なかへの回遊性もより高まると思う。

橋本係長

他市町村避難者への働き掛けは、町は積極的には行っていないが、現実としては街なかに住宅を建

設している事例はある。林業活性化奨励金の対象としてシルク商品券も交付している。

産業課にも宿泊施設や空き地・空き屋の問い合わせが良くある。その機会に情報提供できれば定住

につながると考えており、情報の一元化は実現したいと考えていた事業でもある。

青木博一委員長

商業が本当に生活の糧になるかを考えると、若者が商業を営むには勇気が必要となる。若者を教

育・支援する商業塾のようなものも必要と考える。

昆邦男委員

全国的に見てどこの商店街も衰退する一方である。商業自体が衰退していく流れの中で、公共施設

も抱き込んだ狭いエリアでのまちづくりが必要で、高齢者の食料品調達、身近な飲食店などコンパク

トシティに向かわざるを得ないと思う。

青木博一委員長

お金をかけないコンパクトシティも重要である。住民側にももっと商店街を応援する気持ちを持っ

て欲しい。川俣町に無い店が欲しいのだろうが、大都市でなければ成立しない店は不可能である。

川﨑興太委員

必要ならばそうした現状も計画に記載すべきである。

後藤由美子委員

１ヵ月くらい商売をお試しできるスペースを確保することも検討してはどうか。人を呼び込むため

の素材として、川俣町の特徴を盛り込んだ事業も検討してはどうか。

昆邦男委員

衰退する一方にある商業者の思いを理解してもらう必要がある。開店すれば来客があるわけではな

く、売場面積５～２０坪の中小事業者は大手のスーパーやホームセンターに立ち向かう気力も体力も

残っていない。住宅や子供の遊び場など脇を固めていく施策を展開したうえで、川俣シャモの飲食店



などで人を呼び込んでいくことが一番の近道と考えている。

橋本係長

現在、道の駅周辺の商業施設に購買人口が流出しているが、食料品は街なかの高齢者を中心として

地元のスーパーで調達されている。そのため、将来も高齢者等が地元で調達できる環境が必要である。

しかし、家電製品は、高齢者の調達先が街なかあるいは道の駅周辺であるのに対して、２０～４０代

は福島市となっている。２０～３０年先を考えると、今街なかに行く機会がなければ将来も行くこと

はないと思うため、２０～４０代の子育て世代が街なかに行く機会を生み出すため、ハード事業１の

多世代交流支援施設整備を想定している。

コンサル

商業者の将来意向に関するデータの確認であるが、近いうちに閉店したいは全体の４％、自分の代

で閉店したいは４６％であるため、閉店の意向がある事業者は５０％である。これに対し継続したい

意向のある事業者は４０％であり、このうち６０％は後継者がいるとなっている。

商業環境はとても厳しいが、意欲ある商業者はまだ残っている。

現在、国の認定を受けている計画は１１４あるが、効果が上がっているのは公共的な施策である。

商業面でも同様な傾向が見られ、個店に着目し店舗数や売上額の増加を目標設定したところは苦戦し

ている。計画としてプラスの成果を挙げるためには、公的開発とあわせた商店街通行量の増加など視

点の工夫は必要である。

川﨑興太委員

中心市街地の活性化を図るために、街なかをコンパクト化する意見が出されている。広域的に街な

かを捉える視点が欠けているが、道の駅周辺が賑わっていることに対して、何らかの土地利用規制は

考えているのか。

青木博一委員

国道１１４号バイパスは国に強く要望して実現したものであるが、結果として郊外に商業施設が流

れてしまった。また、都市計画用途地域の指定により、街なかでは工場の新増設が困難となり、郊外

あるいは町外に移転した工場もある。

斎藤和弘委員

旧市街地を含めて用途地域を指定している。住居系の指定が中心であることからご指摘のような状

況も生まれている。現在のところ見直しの予定はない。

澤井一雄委員

人口流出を止めるために街なかで一番取り組みやすいことは、居住へ誘導することである。空き

地・空き家情報の管理から始まり、古い住家をどうやって除去するか、人に頼む場合はどうなるか、

そのお金はどうするか、これらを支援する制度が直接補助であり、利子補給である。小規模ではあっ

ても宅地造成等が何箇所かで進み、街なか居住へ弾みがつけばと考えている。大規模事業は、財政的



に町も商店街も実施することは難しい。前計画のような絵に描いた餅ではなく、小さくてもコツコツ

と積み上げる事業が必要である。

高橋文雄委員

利子補給程度の支援では何もできない。例えば、土地購入代金の半分を町が補助するとか、もっと

インパクトがある事業は考えられないか。

昆邦男委員

前計画にあった都市計画道路は登載しないのか。道路整備の動きが全く見えてこないため、セット

バックしてもらう土地を計画的に買い上げ、道路が開通するまで無料で利用を認めることも検討して

はどうか。

橋本係長

前計画の反省として、今回計画では５年間で実施を見込めないものは登載しないこととしている。

都市計画道路は今後も都市計画に残っていくが、実施を見込んでいないことから市街地活性化計画に

は登載しない。

昆邦男委員

セットバックの買い上げは空き店舗利活用のきっかけとなる。単なる店舗の貸借だけでなく売買に

もつながるような起爆剤を考えるべきである。都市計画道路を本当にやる気があるならば、市街地活

性化につながる方法を示すべきである。

【質疑応答】

③コンセプトや基本方針の考え方について

川﨑興太委員

大切なことは、住民とコンセプトや基本方針を共有できることであって、今後、策定委員会委員が

住民に対して自信を持ってそれらを説明できることである。一委員としては異論ない。

昆邦男委員

住みやすいまちづくりの視点しかない。その中に商店がある、住宅があるという観点で良い。

（２）その他

川﨑興太委員

商店街活性化の視点では、２３事業の内容に物足りなさが残る。

橋本係長

次回委員会までの宿題として、町外事業者が街なかに出店できるような環境づくりの視点、商業活

性化のための具体的事業メニューの追加を検討する。

スケジュールでは、８月に第４回を開催し、９月の策定委員会をもって計画案を確認する予定であ



ったが、２ヵ月遅れている。事務局の不手際をお詫びする。計画案を調整し、早急に第５回策定委員

会を開催する。

５ その他

川﨑興太委員

計画の国認定はどのような方針か。

橋本係長

今回提案した２３事業の多くは、財源として社会資本整備総合交付金を見込んでいる。当該交付金

計画に想定する事業を集約して盛り込むことで、事務手続きの簡素化を図ることもできる。国認定を

受けなくとも社会資本整備交付金を受けることが可能であるため、国申請をしなくても良いと考えて

いる。今現在は国認定をめざしていない。

６ 閉会（橋本係長）


